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研究成果の概要（和文）：本研究は地震動により被害を受けて傾いた木造住宅について、その復旧可能性判定のための
材料を整備するためのものである。基本的な木造軸組について、大変形にいたる倒壊実験により確かめ、ばね特性を調
べた。調べたばね特性を参考にして既往の木造住宅実大振動台実験の結果を基にばね特性を定式化し、地震被災シミュ
レーションプログラムにその特性を組み込み、顕著な地震の本震と余震に対し種々の強度の住宅の倒壊可能性について
調べた。その結果、検討した多数のケースのうち本震により４°程度傾いても、余震で倒壊するケースは少なかった。

研究成果の概要（英文）：In order to investigate recoverability of timber houses after a severe 
earthquake, structural performance tests of timber frames and earthquake response analyses were 
conducted. Several types of strengthened frames and recovered frames were loaded until they lay down on 
the basement to obtain their structural characteristics, and based on the data the earthquake response 
analysis program was fixed. On the program various types of strengthened timber house models were 
attacked by several famous earthquakes and their aftershocks. As a result, if remain story drift angle 
due to main shocks were less than 4 degrees, then most of the models were not collapsed by aftershocks.

研究分野：建築構造学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地震の被災地では、地震後数度から数十度
傾いたまま、立っている木造住宅がしばしば
見受けられる（住宅ではないが写真 1参照の
こと）。数度以上傾くと、解体されることが
多いようであるが、木材の粘り強さを考える
と、数十度傾いても、傾きをもどして使用す
ることが可能な場合が多々あると思われる。 
一方、木造建物の耐震設計上目安とされる
層間変形角（建物のある階の床に対する上の
階の傾き）は 1/120rad（0.5°）である。ま
た、軸組や部材、接合部等の実験はこれまで
多数行われてきたが、そのほとんどは層間変
形角や部材角等（まとめてθで表す）にして 
θ＝1/10rad（6 °）までの加力実験である。
層間変形角で考えると、倒壊の判定基準をθ
=90°(π/2rad)とすれば、θの取り得る範囲
は 0～90°（負の場合は省略）とすることが
できる。つまり、建物においてθ=0.5°～
90°の範囲は設計上ほとんど使われておら
ず、θ=6°～90°の範囲は実験的に未知の領
域であると言える。従って、地震後被害を受
けた住宅にどの程度の余力があるか、判断す
るのに有用なデータは、ほとんどないといっ
てよい。 
 復旧に関しては、被災の程度をランク付け
するための指針が提案されており、被害の程
度を表すのに調査者の評価のばらつきを抑
えるのに役立っている。しかし、そのランク
は余震あるいは大きな地震に対する安全性
とどのような関係にあるのかについては必
ずしも定量的に分かっているわけではない。 
 
２．研究の目的 
本研究は地震動により被害を受けて傾い
た木造住宅について、その傾きをもどして補
修または補強をおこない、再使用することが
できるかどうか、また、安全に復旧作業が行
えるのかについての判断材料を整備するた
めのものである。木造軸組の復元力特性（ば
ね特性）について大変形にいたる実験により
確かめ、地震被災シミュレーションプログラ
ムにその特性を組み込み、余震や種々のケー
ス地震による被災シミュレーション結果か
ら、どのような構造の住宅で、どの程度の傾
きであれば、どの程度安全であるかについて
目安となる値を提出する。 
 
３．研究の方法 
前章で述べた目的を達するためにここで
は次に示すように（1）実験と(2)計算機によ
るシミュレーションの２つを行った。 
 
(1)実験 
① 木造住宅が地震でどの程度傾くのかを
計算機によって推定できるようにするため
には、木造住宅が地震によって水平力を受け
たときの抵抗の特性（復元力特性とよぶ）を
把握する必要がある。これについて、水平力
が一つの方向に限られる場合についての特 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真１ 地震後傾いたまま立っている土蔵 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真２ 木造軸組の実験例、大きく傾いてい
る状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 軸組における水平２方向（強軸、弱軸）

の概念 

  

 
性については、多数のデータがあるが、二つ
の方向から働く水平力の影響についての研
究はなされていない。そこで、図１のような



試験体を作り、一方向のみ水平力が加わった
時に比べて、別の方向に経験した傾きがどの
程度影響を受けるか、別方向の経験した傾き
を 5°、10°、20°と変えて実験を行い、そ
の影響について調べる実験を行った。 
 写真２は実験により傾いた試験体を示し
ている。 
②試験体、材料、加力方法および測定方法 
 試験体は図１に示すように４本の柱を使
用したもので、２列に並んだ門型軸組を梁で
つないだ構造である。この試験体上部をチェ
ーンブロックで引張り、倒壊させて実験を行
った。同図には水平２方向を表す矢印を示し
た。柱のほぞの長手方向を強軸方向、それに
直交する水平方向を弱軸方向と表示した。柱
端は長ほぞとし、水平材との接合は L字型金
物を用いた。金物は軸組中心から遠い側の柱
側面に取り付けた。 軸組を構成する部材に
は、スプルース集成材 105mm 角を使用した。 
 加力点と左右支点間の水平距離は 3500mm
である。使用する支点を正加力時負加力時で
左右入れ替えることにより繰り返し加力を
加えた。基本的な加力履歴は層間変形角がそ
れぞれ 0.4°（1/120rad）、1.4°（1/40rad）、
5°レベル、20°レベルで２回ずつ正負加力
を行い、最後に正方向に倒壊させるというも
のである。試験体は同じ仕様のものを２シリ
ーズ分 10 体製作した。 
最初のシリーズは強軸方向の耐力（最大転
倒モーメント）に対する弱軸方向の最大経験
層間変形角（異なる軸で受けたダメージの大
きさを表す）の影響を調べるためのものであ
るのでここでは強軸シリーズと呼ぶ。 
２回目のシリーズは弱軸方向をメインに
して見るものでここでは弱軸シリーズと呼
ぶ。弱軸シリーズの No.1 は弱軸方向に、No.5
には強軸方向に基本的な加力履歴を加えた。
No.2 から No.4 は強軸方向加力履歴が加えら
れることによって弱軸方向の復元力特性に
どのような影響が与えられるのかを見るた
めのもので、強軸方向の加力履歴を基本的な
加力履歴のうちどこまで行うかを変えたも
のである。No.2 は 5°レベルの２回目つまり
６サイクルまで、No.3 は基本的な加力履歴の
20°レベルを 10°に変更して２回目の８サ
イクルまで、No.4 は基本的な加力の 20°の
２回目つまり８サイクルまで強軸方向に加
力した後、0°まで戻した後、弱軸方向に基
本的な加力履歴を加えた。なお、加力中に柱
が抜けるなどして著しく復元力を失った場
合には加力中の方向に倒壊させた。また、強
軸シリーズは弱軸シリーズの加力履歴にお
いて強軸と弱軸を入れ替えたものである。 
③実験結果 
図２には、強軸シリーズ実験から得られた
各試験体の強軸方向における層間変形角と
転倒モーメントの関係例を示す。弱軸 5°ま
でを経験したもの、10°までを経験したもの、
20°までを経験したものを強軸のみを経験
したものと結果を比較している。やはり、直 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 強軸シリーズ実験における弱軸方向層
間変形角と転倒モーメントの実験結果例（強
軸のみに加力した実験と弱軸 5°、10°、20°
を経験した後に強軸方向に倒壊するまで加
力した実験結果を比較した） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
交方向（この場合は弱軸）で経験した変形角
が大きい方が大きく最大耐力が低下してい
ることがわかる。 
 図３は弱軸シリーズの結果を示したもの
で、強軸方向で経験した最大の層間変形角
（強軸経験角と呼ぶ）と弱軸耐力の関係を示
したものである。横軸の 5°と 10°の時点で
傾向が逆転しているものの、同図中に示した

図 3 強軸経験角と弱軸耐力の関係 

図 4 強軸経験角と弱軸耐力の関係 



回帰直線を見ると右肩下がりの傾向が明ら
かである。 
 強軸シリーズの実験結果と弱軸シリーズ
の実験結果を総合的に示したものが図４で
ある。図中グラフの上下方向が弱軸方向、左
右方向が強軸方向である。ダメージ無しと示
されているのが当該方向の軸上に黒丸印で
プロットされたものである。各軸上のシンボ
ルは図３のシンボルと対応しており、各シン
ボル試験体の直交方向経験角は図３の横軸
の角度と対応している。縦軸上と横軸上で対
応する（つまり直交方向経験角が同じ）実験
結果は鉄筋コンクリート柱等の耐力曲面を
意識して楕円で結んだが、この形状について
は実験等による確認が必要である。とは言え
何らかの形状の境界線が存在するはずであ
り、その境界線が、変形空間上の経験位置に
応じて縮退する様子がうかがえる。 
④結論 
 実験により、木造軸組における復元力特性
の多軸相関が認められた。特に、変形空間上
の経験位置に応じて耐力局面が縮退する様
子がうかがえた。 
 
(2) 計算機によるシミュレーション 
本研究では、本震と余震のペアとなる地震
動データを複数用いて倒壊に至るまでの追
跡が可能な地震応答解析を行ったものであ
る。研究計画では、種々のケースの補強につ
いて行った実験に基づくばね特性（復元力特
性）を用いてシミュレーションを行う予定で
あったが 住宅建築すべての復元力特性を代
表できる実験結果が得られなかった。そこで、
近年さかんに行われた実大振動台実験結果
を次のように利用することとした。 
槌本(2006)、室星(2005)、伊藤(2005)、田
中(1997)、綿引(2006)が行った 6つの木造実
大振動実験結果とそこで使用された木造試
験体から 6つの復元力モデルを作成した。こ
こでは、プログラムの適応性を改善するため、
最大強度が正側と負側で約1.5倍も違う室星
の実験の結果を取り除き、復元力モデルごと
に繰り返し荷重時におけるエネルギー吸収
能を変化させて適応性を高めた。5 つの実験
結果とプログラムでの解析結果を比較した
ところ、倒壊の有無は一致していた。また平
均誤差率が0.146だったことからプログラム
は適用可能と判断した。 
次に余震の影響を調べるためのパラメト
リック解析を行った。各復元力モデルのベー
スシア係数を変動させることで、実験結果か
ら得た復元力モデルを比例的に変化させ、
様々な建物を表現した(計 70 戸の建物に相
当)。地震動データは、平成 12 年鳥取県西部
地震、平成 13 年芸予地震、平成 15 年十勝沖
地震、平成 16 年新潟県中越地震、平成 19 年
能登半島地震、平成19年新潟県中越沖地震、
平成 20 年岩手・宮城内陸地震、平成 23 年東
北地方太平洋沖地震の本震と余震の地動加
速度をつなげた 8つのデータを使用した。こ

れらを拡張個別要素法に基づいた応答解析
プログラムに入力し、各復元力モデルによる
応答結果を得た。 
解析結果として、本震で倒壊せず余震で倒
壊した復元力モデルは新潟県中越地震での 2
モデル、能登半島地震での 1モデル、東北地
方太平洋沖地震での 4モデルだった。余震で
倒壊しなかった最大値は、新潟県中越地震の
場合で最大変形 4.76°、残留変形 4.28°だ
った。能登半島地震の場合で最大変形 6.47°、
残留変形 6.24°だった。しかし、東北地方太
平洋沖地震の場合は最大変形 2.12°、残留変
形 1.12°でも倒壊した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 実大振動実験から求めた復元力特性
（C0=0.31）のと倒壊可能性検討用の復元力特
性の例（C0=0.1,0.5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 本震と余震を組み合わせた事前シミ
ュレーション例、本震により 0.5°ほど傾き
が残り、余震で最大 3°程度まで倒れた後、
0.3°程度傾きが残った 

表１ シミュレーションに使用した本震 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
(1)本震による残留変形（傾き）が１°程度
でも余震で倒壊したケースが得られたため
残留変形４°で安全であるとは言い切れな
いが、本震で４°程傾いていても、余震で倒
壊するケースは少ないという結果が得られ
た。 
 なお、本研究では実際の運用に適用できる
ほどの統計的に十分なシミュレーション結
果が得られたとは言いがたいが、近年整備さ
れた地震動の観測網により強い地震動に関
するデータが蓄積されれば、同様の手法によ
り統計的な評価が可能になるものと思われ
る。 
 
(2) 本研究の基礎となる分野における成果
として、木造軸組の実験により木造軸組の水

平２方向（例えば東西方向と南北方向）にお
ける復元力特性（地震に対する抵抗力の指標
となるばね特性）が方向ごとに独立ではない
ことが確認された。この性質は鉄筋コンクリ
ート柱などの部材レベルでは確認されてい
るが、木造部材や木造軸組、鉄筋コンクリー
ト構造物を含めて構造物全体で確認された
ことは今まで無いと思われる。 
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図７ シミュレーション結果の例、図中の C0
は建物の強さに対応する。大きいほど強く小さ
いほど弱い。 


